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条 例

　川崎市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第62号

　　　川崎市行政手続における特定の個人を識別

　　　するための番号の利用等に関する条例の一

　　　部を改正する条例

　川崎市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する条例（平成27年川崎市条例第67

号）の一部を次のように改正する。

　別表第１の５の項並びに別表第２の１の項及び３の項

中「就労自立給付金」の次に「若しくは進学準備給付金」

を加える。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市基金条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第63号

　　　川崎市基金条例の一部を改正する条例

　川崎市基金条例（昭和46年川崎市条例第２号）の一部

を次のように改正する。

　第３条第１項第１号の表に次のように加える。

国民健康保険財政

調整基金

国民健康保険事業の財政の健全な

運営に資するための資金に充てる。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市病院等における人員及び施設の基準に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第64号

　　　川崎市病院等における人員及び施設の基準

　　　に関する条例の一部を改正する条例

　川崎市病院等における人員及び施設の基準に関する条

例（平成24年川崎市条例第67号）の一部を次のように改

正する。

第５条第１項第１号及び第２号中「第15条の２」を「第

15条の３第２項」に改める。

　　　附　則

　この条例は、平成30年12月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第65号

　　　川崎市養護老人ホームの設備及び運営の

　　　基準に関する条例の一部を改正する条例

　川崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する

条例（平成24年川崎市条例第76号）の一部を次のように

改正する。

　第13条第４項中「第２項」の次に「、第７項」を加え、

同条第６項中「以外の」の次に「養護老人ホーム、」を
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加え、同条第７項ただし書中「できる」を「でき、第１

項第３号イの主任生活相談員については、サテライト型

養護老人ホームにあっては、常勤換算方法で、１人以上

とする」に改め、同条第10項ただし書中「サテライト型

養護老人ホーム」の次に「又は指定特定施設入居者生活

介護（川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営の基準等に関する条例第238条に規定する外部サ

ービス利用型指定特定施設入居者生活介護を除く。）、指

定地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは指定介護

予防特定施設入居者生活介護（川崎市指定介護予防サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の

基準等に関する条例第228条に規定する外部サービス利

用型指定介護予防特定施設入居者生活介護を除く。）を

行う養護老人ホーム」を加え、同条第12項中「定める」

の次に「職員又は」を加え、第４号を第５号とし、第１

号から第３号までを１号ずつ繰り下げ、同項に第１号と

して次の１号を加える。

　⑴�　養護老人ホーム　栄養士又は調理員、事務員その

他の職員

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市小児医療費助成条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第66号

　　　川崎市小児医療費助成条例の一部を改正

　　　する条例

　川崎市小児医療費助成条例（平成７年川崎市条例第24

号）の一部を次のように改正する。

　第４条第１項中「次の各号のいずれかに規定する者の

保護者の当該各号に規定する」を「幼児及び児童の保護

者の９月１日（以下「基準日」という。）の属する年の

前年の」に改め、「各号に規定する」を削り、「ときは」

の次に「、当該幼児及び児童が基準日から翌年の８月31

日までの間に受けた医療（入院に係るものを除く。）に

係る医療費については」を加え、各号を削る。

　第５条に次のただし書を加える。

　ただし、前条第１項の規定に該当する場合には、医療

証の交付については、この限りでない。

　第７条第１項中「乳幼児等」の次に「（その保護者が

第４条第１項の規定に該当する場合を除く。以下この条

及び第９条において同じ。）」を加える。

　　　附　則

（施行期日）

　１�　この条例は、平成31年１月１日から施行する。

（経過措置）

　２�　改正後の条例の規定は、この条例の施行の日以後

に受けた医療に係る医療費の助成について適用し、

同日前に受けた医療に係る医療費の助成について

は、なお従前の例による。

　　　───────────────────

　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関

する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第67号

　　　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の

　　　基準等に関する条例の一部を改正する条例

　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関

する条例（平成26年川崎市条例第35号）の一部を次のよ

うに改正する。

　第８条第２号中「いう」の次に「。以下この条におい

て同じ」を加え、同条に次の２項を加える。

２�　市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供

に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める場

合であって、次に掲げる要件の全てを満たすと認める

ときは、前項第２号の規定を適用しないことができる。

　⑴�　家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う者と

の間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確

化されていること。

　⑵�　次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支

障が生じないようにするための措置が講じられてい

ること。

３�　前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者として適切に確保しなければならない。

　⑴�　当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行

う場所又は事業所（次号において「事業実施場所」

という。）以外の場所又は事業所において代替保育

が提供される場合　小規模保育事業Ａ型若しくは小

規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者

（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」と

いう。）

　⑵�　事業実施場所において代替保育が提供される場合

　事業の規模等を勘案して小規模保育事業Ａ型事業

者等と同等の能力を有すると市が認める者

　　　第17条第２項に次の１号を加える。

　⑶�　保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を

受託している事業者のうち、当該家庭的保育事業者

等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養

面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有すると

ともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健
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康状態に応じた食事の提供、アレルギー、アトピー

等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼児の食

事の内容、回数及び時機に適切に応じることができ

る者として市が適当と認めるもの（第27条に規定す

る家庭的保育事業者が第25条に規定する家庭的保育

事業を行う場所（家庭的保育者の居宅に限る。附則

第３項において同じ。）において家庭的保育事業を

行う場合に限る。）

　　�　附則第２項中「者」の次に「（次項において「施

設等」という。）」を加え、「第17条」を「第16条」

に改める。

　　　附則第９項を附則第10項とする。

　　�　附則第８項中「附則第６項」を「附則第７項」に

改め、同項を附則第９項とする。

　　�　附則中第７項を第８項とし、第３項から第６項ま

でを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１項を加

える。

３�　前項の規定にかかわらず、施行日以後に家庭的保育

事業（第25条に規定する家庭的保育事業を行う場所に

おいて実施されるものに限る。）の認可を得た施設等

については、施行日から起算して10年を経過する日ま

での間は、第16条、第25条第４号（調理設備に係る部

分に限る。）及び第26条第１項本文（調理員に係る部

分に限る。）の規定は、適用しないことができる。こ

の場合において、当該施設等は、利用乳幼児への食事

の提供を家庭的保育事業所等内で調理する方法（第11

条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備

又は調理室を兼ねている他の社会福祉施設等の調理施

設において調理する方法を含む。）により行うために

必要な体制を確保するよう努めなければならない。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例

の一部を改正する条例をここに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第68号

　　　川崎市建築物における駐車施設の附置等に

　　　関する条例の一部を改正する条例

　川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例

（平成４年川崎市条例第54号）の一部を次のように改正

する。

　第４条第２項の表の⑴の項中「又は事務所」を削り、

同表の⑵の項を次のように改める。

⑵
300平方

メートル

350平方

メートル

600平方

メートル

300平方

メートル

　　　附　則

　この条例は、平成30年11月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第69号

　　　川崎市営住宅条例の一部を改正する条例

　川崎市営住宅条例（昭和37年川崎市条例第32号）の一

部を次のように改正する。

第33条の８の次に次の１条を加える。

（定期使用許可）

第�33条の９　市長は、第８条第１項各号に掲げる条件を

具備する者のうち、規則で定める日において同居親族

に６歳に達する日以後の最初の３月31日までの者があ

るものに、市営住宅でその周辺地域の状況その他の実

情に照らし特に子育てに適すると認めるものを使用さ

せる場合には、16年を超えない範囲内において規則で

定める期間を限って当該市営住宅の使用を許可するこ

とができる。

２�　前項の規定による許可（以下この条において「定期

使用許可」という。）は、その更新がなく、使用期間

（定期使用許可の期間をいい、第６項の規定により延

長された使用期間を含む。以下この条において同じ。）

の満了によってその効力を失うものとする。

３�　市長は、定期使用許可をしようとするときは、あら

かじめ、市営住宅の使用者として決定された者に対

し、前項に定める事項について、その旨を記載した書

面を交付して説明するものとする。

４�　前項の規定による説明を受けた者は、第12条第１項

又は第２項に規定する期間内に、これらの規定の手続

のほか、当該説明を受けた旨を証する書類の提出をし

なければならない。

５�　市長は、定期使用許可をした場合には、使用期間が

満了する日の１年前から６月前までの間に、使用者に

対し使用期間の満了により当該定期使用許可が効力を

失う旨を通知するものとする。

６�　市長は、使用期間が満了する日において、使用者が、

15歳に達する日以後の最初の３月31日までの者と第22

条第１号の規定により許可を受けて同居している場合

には、当該使用者の申出により、16年を超えない範囲

内において規則で定める期間を限って使用期間を延長

することができる。

７�　定期使用許可を受けた使用者は、使用期間が満了す

る日までに当該市営住宅を明け渡さなければならない。

８�　定期使用許可を受けた使用者については、第６条第

７号及び第８号の規定は、適用しない。
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９�　第３項及び第４項の規定は、第６項の規定により使

用期間を延長する場合について準用する。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例をここに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第70号

　　　川崎市病院事業の設置等に関する条例の

　　　一部を改正する条例

　川崎市病院事業の設置等に関する条例（昭和41年川崎

市条例第42号）の一部を次のように改正する。

　第６条第３項中「（駐車場利用料を除く。）」を削る。

　別表の１使用料又は利用料金の表駐車場利用料の項中

「川崎病院及び」を削る。

　　　附　則

　この条例は、規則で定める日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第71号

　　　川崎市介護医療院の人員、施設及び設備

　　　並びに運営の基準に関する条例の一部を

　　　改正する条例

　川崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の

基準に関する条例（平成30年川崎市条例第25号）の一部

を次のように改正する。

　第33条第３項中「第15条の２の規定による人体から排

出され」を「第15条の３第１項第２号の病院、診療所又

は前条の施設（施設告示第４号に定める施設を除く。）

における厚生労働省令で定める基準」に、「「人体から排

出され」を「「病院、診療所又は臨床検査技師等に関す

る法律第20条の３第１項の規定に基づき厚生労働大臣が

定める施設（昭和56年厚生省告示第17号。以下この条に

おいて「施設告示」という。）に定める施設（施設告示

第４号に掲げる施設を除く。）における検体検査の業務

の適正な実施に必要なものの基準」に、「第15条の２の

規定による検体検査」を「第15条の３第１項第２号の前

条の施設（施設告示第４号に定める施設に限る。）にお

ける厚生労働省令で定める基準」に、「「検体検査」を

「「施設告示第４号に掲げる施設における検体検査の業

務の適正な実施に必要なものの基準」に、「第15条の２

の規定による医療機器」を「第15条の３第２項の規定に

よる医療機器」に、「第15条の２の規定による第９条の

７」を「第15条の３第２項の規定による第９条の８の２」

に、「第15条の２の規定による医　療」」を「第15条の３

第２項の規定による医療」」に改める。

附　則

　この条例は、平成30年12月１日から施行する。

　　　───────────────────

　住居表示の実施に伴う関係条例の整理に関する条例を

ここに公布する。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第72号

　　　住居表示の実施に伴う関係条例の整理に

　　　関する条例

　　　（川崎市区の設置並びに区の事務所の位

　　　置、名称、所管区域及び事務分掌を定め

　　　る条例の一部改正）

第�１条　川崎市区の設置並びに区の事務所の位置、名

称、所管区域及び事務分掌を定める条例（昭和46年川

崎市条例第38号）の一部を次のように改正する。

　�　第２条の表高津区の項中「野川の一部（県道東京野

川横浜線西側側線（横浜市との境界から市道尻手黒川

線南側側線との交点までの区間）、市道尻手黒川線南

側側線（県道東京野川横浜線西側側線との交点から県

道丸子中山茅ケ崎線西側側線との交点までの区間）、

県道丸子中山茅ケ崎線西側側線（市道尻手黒川線南側

側線との交点から野川と千年の字界までの区間）、野

川と千年の字界及び野川と久末の字界で囲まれた区域

並びに字北耕地の一部（375番１、376番１、377番１、

381番１から381番15まで、382番から384番まで、385

番１から385番３まで、386番、387番１から387番15ま

で、388番１から388番５まで）、字東耕地の一部（389

番１から389番３まで、394番１、394番３から394番８

まで、395番１から395番12まで、396番、397番１から

397番６まで、398番１から398番３まで、399番１から

399番８まで、401番から403番まで、404番２から404

番11まで、405番から407番まで、408番１から408番３

まで、408番７から408番29まで、409番１から409番33

まで、410番、411番１、411番３から411番16まで、

412番、413番１から413番５まで、476番１から476番

10まで、477番１から477番３まで、478番１から478番

３まで、479番１から479番７まで））」を「東野川１丁

目、東野川２丁目、北野川」に改め、同表宮前区の項

中「の一部（高津区の区域に属する区域を除く。）」を

「、野川本町３丁目」に改める。

（川崎市区役所支所及び出張所設置条例の一部改正）

第�２条　川崎市区役所支所及び出張所設置条例（昭和46

年川崎市条例第39号）の一部を次のように改正する。
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　　本則の表高津区役所橘出張所の項を次のように改める。

高津区役所

橘出張所

川崎市高津区

千年1,362番地

１

東野川１丁目、東野川２丁目、

北野川、子母口、子母口富士見

台、久末、末長１丁目、末長２

丁目、末長３丁目、末長４丁目、

新作１丁目、新作２丁目、新作

３丁目、新作４丁目、新作５丁

目、新作６丁目、千年、千年新

町、蟹ケ谷、明津

　　　附　則

この条例は、平成30年11月５日から施行する。

規 則

　川崎市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する条例施行規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第72号

　　　川崎市行政手続における特定の個人を識別

　　　するための番号の利用等に関する条例施行

　　　規則の一部を改正する規則

　川崎市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する条例施行規則（平成27年川崎市規

則第79号）の一部を次のように改正する。

　第２条第５項中第８号を第９号とし、第７号を第８号

とし、第６号の次に次の１号を加える。

（７）生活に困窮する外国人に対する生活保護法第55条

の５第１項の進学準備給付金の支給の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応

答に準じて行われる措置に関する事務

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市基金条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第73号

　　　川崎市基金条例施行規則の一部を改正する規則

　川崎市基金条例施行規則（昭和46年川崎市規則第12

号）の一部を次のように改正する。

　第４条第１号の表に次のように加える。

国民健康保険財政調整基金 当該基金に編入する。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第74号

　　　川崎市営住宅条例施行規則の一部を改正

　　　する規則

　川崎市営住宅条例施行規則（昭和37年川崎市規則第57

号）の一部を次のように改正する。

　第４条中「を許可」の次に「（条例第33条の９第１項

の規定によるものを除く。）」を加える。

　第６条中「による請書」の次に「（条例第33条の９第

９項において準用する同条第４項の規定により提出する

ものを含む。）」を加える。

　第30条を第32条とし、第29条を第31条とし、第28条の

次に次の２条を加える。

　（定期使用許可の期間等）

第�29条　条例第33条の９第１項の規則で定める日は、条

例第９条第１項又は第３項の規定により住宅の使用者

を決定した日とする。

２�　条例第33条の９第１項の規則で定める期間は、入居

指定日から同項に規定する同居親族（当該同居親族が

２人以上あるときは、それらの者のうち最も低い年齢

のもの）が15歳に達する日以後の最初の３月31日まで

とする。

３�　条例第33条の９第６項の規則で定める期間は、使用

期間が満了する日の翌日から同項に規定する同居親族

（当該同居親族が２人以上あるときは、それらの者の

うち最も低い年齢のもの）が15歳に達する日以後の最

初の３月31日までとする。

　（定期使用許可等）

第�30条　条例第33条の９第１項の規定により住宅の使用

を許可したときは、市営住宅定期使用許可書（第26号

様式）を交付する。

２�　条例第33条の９第３項（同条第９項において準用す

る場合を含む。）に規定する書面は、市営住宅定期使

用許可説明書（第27号様式）とする。

３�　条例第33条の９第４項（同条第９項において準用す

る場合を含む。）に規定する書類は、定期使用許可に

関する説明を受けた旨の確認書（第28号様式）とする。

４�　条例第33条の９第５項の規定による通知は、市営住

宅使用期間満了通知書（第29号様式）により行うもの

とする。

５�　条例第33条の９第６項の規定により使用期間の延長

を受けようとする使用者は、市営住宅使用期間延長申
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出書（第30号様式）を市長に提出しなければならない。

６�　市長は、条例第33条の９第６項の規定により使用期

間の延長を決定したときは、市営住宅使用期間延長決

定通知書（第31号様式）により使用者に通知するもの

とする。

�　別表第３中「（第29条関係）」を「（第31条関係）」に改

め、「第33条の７第２項及び第４項」の次に「、第33条

の９第１項、第３項、第５項及び第６項」を、「第26条、

第32条の２第１項」の次に「、第33条の９第１項及び第

３項」を加える。

�　別表第４中「（第29条関係）」を「（第31条関係）」に改

め、「第28条」の次に「、第30条第６項」を、「、第５条

第１項」の次に「、第29条第１項」を加え、同表に次の

ように加える。

第30条第１項 条例第33条の９第１

項の規定により住宅

川崎市住宅供給公社理

事長は、条例第33条の

９第１項の規定により

条例第３条第１号に規

定する市営公営住宅

市営住宅定期使用許

可書（第26号様式）

市営住宅の定期使用許

可書

第30条第２項 市営住宅定期使用許

可説明書（第27号様

式）とする

川崎市住宅供給公社理

事長が別に定める

第30条第３項 定期使用許可に関す

る説明を受けた旨の

確認書（第28号様式）

とする

川崎市住宅供給公社理

事長が別に定める

第30条第４項 市営住宅使用期間満

了通知書（第29号様式）

市営住宅の使用期間の

満了に係る通知書

第30条第５項 市営住宅使用期間延

長申出書（第30号様

式）を市長に提出し

川崎市住宅供給公社理

事長に申し出

第30条第６項 市営住宅使用期間延

長決定通知書（第31

号様式）

市営住宅の使用期間の

延長に係る決定通知書

第25号様式の次に次の６様式を加える。
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第２６号様式 

 

 

市営住宅定期使用許可書 

 

川崎市指令  第  号 

 

 

          様 

 

 

 川崎市営住宅条例第33条の９第１項の規定に基づき、次のとおり市営住宅の使用を許可します。 

 

    年  月  日 

 

川崎市長   印 

 

１ 住 宅 所 在 地 
  

２ 住宅名及び号数 住宅 

３ 敷 金 円 

４ 使 用 料 
川崎市営住宅条例及び川崎市営住宅条例施行規則に基づいて決定した額 

とします。 

５ 入 居 指 定 日     年    月     日 

６ 使 用 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

７ 川崎市営住宅条例及び川崎市営住宅条例施行規則に定められた規定を堅く守ること。 

使 用 者 氏 名 続 柄 生 年 月 日 

  本 人   

同

居

親

族
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第２７号様式 

 

 

第     号 

  年  月  日  

 

市 営 住 宅 定 期 使 用 許 可 説 明 書  

 

 

          様 

 

川崎市長   印 

 

 

 川崎市営住宅条例第33条の９第３項（同条第９項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、次のとおり説明します。 

 

 

説 明 事 項 

１ この住宅の定期使用許可は更新がなく、使用期間の満了によってその効

力を失います。 

２ 使用期間が満了する日までにこの住宅を明け渡さなければなりません。 

住 宅 所 在 地  

住宅名及び号数 住宅 

使 用 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 
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第２８号様式 

 

 

定 期 使 用 許 可 に 関 す る 説 明 を 受 け た 旨 の 確 認 書  

 

 

年  月  日  

 

 

 （宛先）川崎市長 

住所                 
 
 

氏名               印  
 

 

川崎市営住宅条例第33条の９第４項（同条第９項において準用する場合を含む。）の規定 

に基づき、次の事項について説明を受けたことを確認します。 

 

説 明 事 項 

１ この住宅の定期使用許可は更新がなく、使用期間の満了によってその

効力を失うこと。 

２ 使用期間が満了する日までにこの住宅を明け渡さなければならないこ

と。 

住 宅 所 在 地   

住宅名及び号数 住宅 

使 用 期 間       年  月  日から    年  月  日まで 
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第２９号様式 

 

 

第     号 

  年  月  日  

 

市 営 住 宅 使 用 期 間 満 了 通 知 書  

 

 

          様 

 

 

川崎市長   印 

 

 

 川崎市営住宅条例第33条の９第５項の規定に基づき、次の市営住宅の定期使用許可は 

使用期間の満了によってその効力を失うことを通知します。 

 

 

住 宅 所 在 地 
  

住宅名及び号数 住宅 

使 用 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 
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第３０号様式 

 

 

市 営 住 宅 使 用 期 間 延 長 申 出 書  

 

年  月  日      

 （宛先）川崎市長 

使用者氏名             印  

 

電話番号                 

 

 川崎市営住宅条例施行規則第30条第５項の規定に基づき、次の市営住宅の使用期間の 

延長を申し出ます。 

 

住 宅 所 在 地 
  

住宅名及び号数 住宅 

使 用 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

使 用 者 氏 名 続 柄 生 年 月 日 

 本 人  

同

居

親

族
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　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

第３１号様式 

 

 

市営住宅使用期間延長決定通知書  

 

川崎市指令  第  号 

 

 

          様 

 

 

 川崎市営住宅条例第第33条の９第６項の規定に基づき、次のとおり市営住宅の使用期間を延長し

ます。 

 

  年  月  日 

 

川崎市長   印 

 

住 宅 所 在 地 
  

住宅名及び号数 住宅 

延長後の使用期間 年  月  日から    年  月  日まで 

使 用 者 氏 名 続 柄 生 年 月 日 

  本 人   

同

居

親

族
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　川崎市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第75号

　　　川崎市介護保険条例施行規則の一部を改正

　　　する規則

　川崎市介護保険条例施行規則（平成12年川崎市規則第

57号）の一部を次のように改正する。

　別表中

「

33

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費支給申

請書

省令第83条の４第１

項、省令第97条の２

の３第１項

33の２

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費支給

（不支給）決定通知書

法第51条第１項、法

第61条第１項

33の３
介護保険基準収入額適

用申請書

省令第83条の２の３、

省令第97条の２の２

33の４

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費負担限

度額決定通知書

政令第22条の２の２

第６項

� 」

を

「

33

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費支給申

請書

省令第83条の４第１

項、省令第97条の２

第１項

33の２

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費支給

（不支給）決定通知書

法第51条第１項、

法第61条第１項

33の３

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費（年間

上限）基準収入額適用申

請書

省令附則第33条、

省令附則第38条

33の４

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費（年間

上限）所得区分決定通知

書

政令附則第21条第１

項第３号、政令附則

第22条第１項第３号

33の５

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費（年間

上限）支給申請書兼自己

負担額証明書交付申請

書

省令附則第35条、省

令附則第36条、省令

附則第40条、省令附

則第41条

33の６

介護保険高額介護（介護

予防）サービス費（年間

上限）支給（不支給）決

定通知書

政令附則第21条第１

項・第２項、政令附

則第22条第１項・第

２項

� 」

に改める。

　第33号様式を次のように改める。
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第３３号様式 

 

 



（第1,758号）平成30年(2018年)11月12日 川 崎 市 公 報

－2880－

第33の３号様式中

「

� 」

を

「

� 」

 第３３の３号様式中 

「 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

                                  」 

に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費の負担区分判定」を「介護保

険高額介護（介護予防）サービス費（年間上限）の所得区分判定」に、 

「 

 

 

 

 

」 

を 

「 

 

 

 

 

 」 

 第３３の３号様式中 

「 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

                                  」 

に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費の負担区分判定」を「介護保

険高額介護（介護予防）サービス費（年間上限）の所得区分判定」に、 

「 

 

 

 

 

」 

を 

「 

 

 

 

 

 」 

「

� 」

を

「

� 」

 第３３の３号様式中 

「 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

                                  」 

に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費の負担区分判定」を「介護保

険高額介護（介護予防）サービス費（年間上限）の所得区分判定」に、 

「 

 

 

 

 

」 

を 

「 

 

 

 

 

 」 

 第３３の３号様式中 

「 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

                                  」 

に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費の負担区分判定」を「介護保

険高額介護（介護予防）サービス費（年間上限）の所得区分判定」に、 

「 

 

 

 

 

」 

を 

「 

 

 

 

 

 」 

に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費の負担

区分判定」を「介護保険高額介護（介護予防）サービス

費（年間上限）の所得区分判定」に、

に改める。

　第33の４号様式中「介護保険高額介護（介護予防）サ

ービス費負担限度額決定通知書」を「介護保険高額介護

（介護予防）サービス費（年間上限）所得区分決定通知

書」に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費に

係る介護保険基準収入額適用申請」を「介護保険高額介

護（介護予防）サービス費（年間上限）に係る基準収入

額適用申請」に、
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「

� 」

を

「

� 」

に改める。

　第33の４号様式の次に次の２様式を加える。

に改める。 

第３３の４号様式中「介護保険高額介護（介護予防）サービス費負担限度額

決定通知書」を「介護保険高額介護（介護予防）サービス費（年間上限）所得

区分決定通知書」に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費に係る介護

保険基準収入額適用申請」を「介護保険高額介護（介護予防）サービス費（年

間上限）に係る基準収入額適用申請」に、 

「 

 

 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

 

 

 」 

に改める。 

 第３３の４号様式の次に次の２様式を加える。 

に改める。 

第３３の４号様式中「介護保険高額介護（介護予防）サービス費負担限度額

決定通知書」を「介護保険高額介護（介護予防）サービス費（年間上限）所得

区分決定通知書」に、「介護保険高額介護（介護予防）サービス費に係る介護

保険基準収入額適用申請」を「介護保険高額介護（介護予防）サービス費（年

間上限）に係る基準収入額適用申請」に、 

「 

 

 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

 

 

 」 

に改める。 

 第３３の４号様式の次に次の２様式を加える。 
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第３３の５号様式 
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第３３の６号様式 
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　　　附　則

（施行期日）

１�　この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２�　改正前の規則の規定により調製した帳票（第33号様

式に限る。）で現に残存するものについては、当分の

間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用す

ることができる。

　　　───────────────────

　住居表示の実施に伴う関係規則の整理に関する規則を

ここに公布する。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第76号

　　　住居表示の実施に伴う関係規則の整理に関

　　　する規則

　　　（川崎市市営住宅条例施行規則の一部改正）

第�１条　川崎市市営住宅条例施行規則（昭和37年川崎市

規則第57号）の一部を次のように改正する。

　�　別表第１野川東の項位置の欄中「野川」を「東野川

１丁目」に改め、同表久末西の項中「野川」を「東野

川２丁目」に改める。

　（川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一部改正）

第�２条　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則（平成５

年川崎市規則第108号）の一部を次のように改正する。

　�　別表第１平成12年度の項中「野川3,805番地」を「東

野川１丁目16番４号」に改める。

　�（川崎市消防団の組織及び消防団員の階級等に関する

規則）

第�３条　川崎市消防団の組織及び消防団員の階級等に関

する規則（昭和38年川崎市規則第59号）の一部を次の

ように改正する。

　�　別表高津消防団の部橘分団の項中「野川の一部（高

津区の区域に属する区域に限る。）」を「東野川１丁目、

東野川２丁目、北野川」に改め、同表宮前消防団の部

野川分団の項中「の一部（宮前区の区域に属する区域

に限る。）」を「、野川本町３丁目」に改める。

　　　附　則

　この規則は、平成30年11月５日から施行する。

告 示

川崎市告示第554号

　　　議決された決算の公表について

　別紙の決算は、平成30年９月３日招集の平成30年第３

回川崎市議会定例会に提案され、平成30年10月15日に認

定されましたので、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第233条第６項の規定により公表します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市一般会計歳入歳出決算認定について

平成29年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

平成29年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成29年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決

算認定について

平成29年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会

計歳入歳出決算認定について

平成29年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出

決算認定について

平成29年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入歳

出決算認定について

平成29年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成29年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成29年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出

決算認定について

平成29年度川崎市墓地整備事業特別会計歳入歳出決算認

定について

平成29年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳

出決算認定について

平成29年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳入

歳出決算認定について

平成29年度川崎市公債管理特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

平成29年度川崎市病院事業会計決算認定について

平成29年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認

定について

平成29年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定

について

平成29年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決

算認定について

平成29年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について
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議案第132号

　　　平成29年度川崎市一般会計歳入歳出決算認

　　　定について

　平成29年度川崎市一般会計歳入歳出決算について、地

方自治法第233条第３項の規定により、別紙監査委員の

意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市一般会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 763,663,906,722円

歳入決算額� 700,691,551,515円

歳　出

歳出予算額� 763,663,906,722円

歳出決算額� 697,514,435,714円
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　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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議案第133号

　　　平成29年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳

　　　出決算認定について

　平成29年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算につ

いて、地方自治法第233条第３項の規定により、別紙監

査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 22,005,877,000円

歳入決算額� 16,912,493,852円

歳　出

歳出予算額� 22,005,877,000円

歳出決算額� 16,791,588,313円
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　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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議案第134号

　　　平成29年度川崎市卸売市場事業特別会計歳

　　　入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算

について、地方自治法第233条第３項の規定により、別

紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 2,144,684,760円

歳入決算額� 1,669,337,099円

歳　出

歳出予算額� 2,144,684,760円

歳出決算額� 1,669,337,099円
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議案第135号

　　　平成29年度川崎市国民健康保険事業特別会

　　　計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出

決算について、地方自治法第233条第３項の規定により、

別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 147,689,205,000円

歳入決算額� 141,312,760,266円

歳　出

歳出予算額� 147,689,205,000円

歳出決算額� 138,813,268,213円
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